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議案第８３号                                      主要改正点 

  ・市長の附属機関に大東市庁舎の在り方等に関する審議会を加えたこと。 

  大東市附属機関条例 新旧対照表   
 

新  旧 

   

本則 （略） 

 

別表（第２条関係） 

附属機関の属す

る執行機関 

附属機関の名称 担任する事務 委員の定数 

市長 大東市総合計画・総

合戦略審議会 
（略） （略） 

大東市庁舎の在り方

等に関する審議会 

市庁舎の在り方及び機能

についての調査審議に関

する事務 

１５人以内 

   

   

   
    

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 本則 （略） 

 

別表（第２条関係） 

附属機関の属す

る執行機関 

附属機関の名称 担任する事務 委員の定数 

市長 大東市総合計画・総

合戦略審議会 
（略） （略） 
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議案第８４号                                      主要改正点 

  ・特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部を改正する内閣府

令に誤りがあり、正誤表が公表されたことに伴い、条文中の文言を整理したこと。 

  大東市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例 

 

新旧対照表 

 

新  旧 

   

第１条 ～ 第１３条 （略） 

 （施設型給付費等の額に係る通知等） 

第１４条 特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る施設型給付費

（法第２７条第１項の施設型給付費をいう。以下同じ。）の支給を受けた場合は、教育・

保育給付認定保護者に対し、当該教育・保育給付認定保護者に係る施設型給付費の額を

通知しなければならない。 

２ （略） 

第１５条 ～ 第３４条 （略） 

 （特別利用保育の基準） 

第３５条 （略） 

２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用保育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８条第１項の

特例施設型給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、本

章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第

６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。

以下この項において同じ。）」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」と、「法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「法

第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と、

 第１条 ～ 第１３条 （略） 

 （施設型給付費等の額に係る通知等） 

第１４条 特定教育・保育施設は、法定代理受領により特定教育・保育に係る施設型給付費

（法第２７条第１項の施設型給付費をいう。以下この項、第１９条及び第３６条第３項

において同じ。）の支給を受けた場合は、教育・保育給付認定保護者に対し、当該教育・

保育給付認定保護者に係る施設型給付費の額を通知しなければならない。 

２ （略） 

第１５条 ～ 第３４条 （略） 

 （特別利用保育の基準） 

第３５条 （略） 

２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用保育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設型給付費（法第２８条第１項の

特例施設型給付費をいう。次条第３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、本

章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合において、第

６条第２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項におい

て同じ。）」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。

以下この項において同じ。）」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」と、「法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」とあるのは「法

第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数」と、
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新  旧 

   

第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ

(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

保育を受ける者を除く。）」と、同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

 （特別利用教育の基準） 

第３６条 （略） 

２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用教育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ含むもの

として、本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第６条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる

小学校就学前子どもの数」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの総数」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、第 

１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第

３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育

を受ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・

保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

第３７条 ～ 第４９条 （略） 

 （準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第 

１９条まで及び第２３条から第３３条までの規定は、特定地域型保育事業者、特定地域

型保育事業所及び特定地域型保育について準用する。この場合において、第１１条中「教

育・保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満

第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ

(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用

保育を受ける者を除く。）」と、同号イ(ｲ)中「除く」とあるのは「除き、特別利用保育を

受ける者を含む」とする。 

 （特別利用教育の基準） 

第３６条 （略） 

２ （略） 

３ 特定教育・保育施設が第１項の規定により特別利用教育を提供する場合には、特定教

育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設型給付費を、それぞれ含むもの

として、本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用する。この場合に

おいて、第６条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる

小学校就学前子どもの数」と、「法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子どもの総数」とあるのは「法第１９条第１項第１号又は第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」と、第 

１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第

３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)

中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教育

を受ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中「を除く」とあるのは「及び特別利用教育を受け

る者を除く」とする。 

第３７条 ～ 第４９条 （略） 

 （準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第 

１９条まで及び第２３条から第３３条までの規定は、特定地域型保育事業者、特定地域

型保育事業所及び特定地域型保育について準用する。この場合において、第１１条中「教

育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（満３歳未満保育認定
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新  旧 

   

保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同

じ。）について」と、第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地域型保育」と、

第１４条の見出し中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項中

「施設型給付費（法第２７条第１項の施設型給付費をいう。以下」とあるのは「地域型保

育給付費（法第２９条第１項の地域型保育給付費をいう。以下この項及び第１９条にお

いて」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「特

定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」と、第１９条中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と読み替えるものとする。 

（特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 （略） 

２ （略） 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育

給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、この章（第４０条第２項を除き、前条において準用する第

８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条まで及

び第２３条から第３３条までを含む。次条第３項において同じ。）の規定を適用する。こ

の場合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号に掲

げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上

保育認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」とあるのは「法第１９条第１項第１

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第 

５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利

用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「法第２０条第４項の規定による認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認め

られる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込

子どもに限り、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この節において同じ。）」と、

第１２条の見出し中「教育・保育」とあるのは「地域型保育」と、第１４条の見出し中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項中「施設型給付費（法第 

２７条第１項の施設型給付費をいう。以下この項、第１９条及び第３６条第３項」とある

のは「地域型保育給付費（法第２９条第１項の地域型保育給付費をいう。以下この項及び

第１９条」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２項中

「特定教育・保育提供証明証」とあるのは「特定地域型保育提供証明証」と、第１９条中

「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と読み替えるものとする。 

 （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 （略） 

２ （略） 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育

給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、この章（第４０条第２項を除き、第５０条において準用す

る第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。次条第３項において同じ。）、

第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３３条までを含む。）の規定を適用する。

この場合において、第３９条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号に

掲げる小学校就学前子どもの数」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもの数」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以

上保育認定子どもを除く。以下この章において同じ。）」とあるのは「法第１９条第１項第

１号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（第

５２条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、当該特定利

用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「法第２０条第４項の規定による認定に基

づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認め

られる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込
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新  旧 

   

みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、

基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給

付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象とな

る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項

第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４

項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食

事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同

条第５項中「前４項」とあるのは「前３項」とする。 

 （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 （略） 

２ （略） 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育

給付費を、それぞれ含むものとして、この章の規定を適用する。この場合において、第 

４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者

（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係

る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定

した費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供

（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満

３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保育認定子ども

をいう。）に係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と

する。 

 

みを受けた順序により決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保育に関する理念、

基本方針等に基づく選考その他公正な方法により」と、第４３条第１項中「教育・保育給

付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象とな

る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項

第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準

により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４

項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食

事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に要する費用」と、同

条第５項中「前４項」とあるのは「前３項」とする。 

 （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 （略） 

２ （略） 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合に

は、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特例地域型保育

給付費を、それぞれ含むものとして、この章の規定を適用する。この場合において、第 

４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者

（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども（特定満３歳未満保育認定子どもに限る。）に係

る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲

げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定

した費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供

（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの及び満

３歳以上保育認定子どもに係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く。）に

要する費用」とする。 
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議案第８６号                                      主要改正点 

  ・上下水道事業管理者の権限に属する事務である下水道排水設備工事責任技術者の登録に係

る事務が、大阪府下水道協会にて一元化され、運営されることに伴い、条文中の文言を整

理したこと。 

  大東市下水道条例 

  大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条

例 

 

新旧対照表 

 

新  旧 

   

 （大東市下水道条例） 

 

第１条 ～ 第４条 （略） 

 （排水設備の新設等の工事の施行） 

第５条 排水設備の新設等の工事（規程で定める軽微な工事を除く。）は、排水設備の工事

に関し大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例（平成１２年

条例第３９号）第５条の規定により管理者の指定を受けた工事店（以下「指定工事店」と

いう。）でなければ、行ってはならない。 

２ （略） 

第６条 ～ 第２１条 （略） 

 （手数料） 

第２２条 管理者は、指定工事店の指定について、その申請者から１件につき１１，０００

円の手数料を徴収する。 

 

 

２ （略） 

第２３条 ～ 第３８条 （略） 

 

 

 

  

 

第１条 ～ 第４条 （略） 

 （排水設備の新設等の工事の施行） 

第５条 排水設備の新設等の工事（規程で定める軽微な工事を除く。）は、排水設備の工事

に関し大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例（平成１２年

条例第３９号）第９条の規定により管理者の指定を受けた工事店（以下「指定工事店」と

いう。）でなければ、行ってはならない。 

２ （略） 

第６条 ～ 第２１条 （略） 

 （手数料） 

第２２条 管理者は、次の各号に掲げる事務について、その申請者から当該各号に定める

手数料を徴収する。 

(1) 市指定工事店の指定手数料 １件について １１，０００円 

(2) 責任技術者登録手数料 １件について ６，５００円 

２ （略） 

第２３条 ～ 第３８条 （略） 
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新  旧 

   

 （大東市排水設備工事に係る責任技術者及び指定工事店に関する条例） 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１０条に規定する排水設備

（以下「排水設備」という。）の新設、増設又は改築工事の適切な実施を図るために、責

任技術者の登録の取消し等の求め及び下水道排水設備工事責任技術者証（以下「責任技

術者証」という。）の携帯並びに指定工事店の指定について、必要な事項を定めることを

目的とする。 

 （定義） 

第２条 （略） 

 (1) 責任技術者 下水道排水設備工事責任技術者として大阪府下水道協会（以下「府協

会」という。）の登録を受け、府協会から責任技術者証の交付を受けている者をいう。 

 (2) （略） 

（責任技術者登録の取消し等の求め） 

第３条 管理者は、責任技術者が下水道に関する法令（条例を含む。第６条において同じ。）

の規定に違反する行為その他の不正又は不誠実な行為を行ったときは、その登録の取消

し又は効力の停止について府協会に求めることができる。 

２ 前項の規定による登録の取消し又は効力の停止により、責任技術者が被った損害につ

いては、管理者はその責を負わない。 

 

 

 

 

 

（責任技術者証の携帯） 

第４条 責任技術者は、排水設備の新設等の工事の業務に従事するときは、常に責任技術

者証を携帯し、本市の職員から請求があったときは、これを提示しなければならない。 

 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１０条に規定する排水設備

（以下「排水設備」という。）の新設、増設又は改築工事の適切な実施を図るために、責

任技術者の登録及び指定工事店の決定について、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

 

 （定義） 

第２条 （略） 

 (1) 責任技術者 大阪府下水道協会（以下「協会」という。）が実施する責任技術者試験

に合格し、市に登録された者をいう。 

 (2) （略） 

 （責任技術者の登録） 

第３条 責任技術者の登録を受けようとする者は、規程で定めるところにより、管理者に

申請しなければならない。 

２ 管理者は、前項の申請があったときは、その内容を審査した上で、適当と認めるとき

は、次に掲げる事項を登録するものとする。 

(1) 責任技術者の住所及び氏名 

(2) 責任技術者試験合格者番号 

(3) 勤務する指定工事店 

(4) 現在の登録番号及び有効期間（現在責任技術者として登録されている者に限る。） 

３ 責任技術者の登録有効期間は５年とする。ただし、特別の理由があるときは、管理者は

これを短縮することができる。 

（責任技術者の責務） 

第４条 責任技術者は、排水設備の基準に従い、排水設備に係る工事の設計及び施工（監理

を含む。以下同じ。）に従事しなければならない。 
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新  旧 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５条 （略） 

第６条 （略） 

 （指定工事店の取消し又は一時停止） 

２ 責任技術者は、前項の規定により設計及び施工にあたった工事が完了したときは、そ

の際に行われる検査に立ち会わなければならない。 

３ 責任技術者は、複数の指定工事店に所属してはならない。 

（責任技術者登録の取消し等） 

第５条 管理者は、責任技術者が下水道に関する法令（条例を含む。以下同じ。）の規定に

違反したとき、その他不正又は不誠実な行為があったときは、登録の取消し又は時停止

をすることができる。 

２ 前項の規定による登録の取消し又は一時停止により、責任技術者が被った損害につい

ては、管理者はその責を負わない。 

（責任技術者登録事項変更の届出） 

第６条 責任技術者は、第３条第２項各号の規定により登録された事項に変更があったと

きは、速やかにその旨を管理者に届け出なければならない。 

（責任技術者登録の更新） 

第７条 責任技術者の登録の有効期間の満了の日以後も、引き続き責任技術者として登録

を受けようとするときは、当該日の２か月前までに、あらかじめ協会が行う講習を受け

た上で、管理者に登録更新の申請をしなければならない。ただし、事前に当該講習を受け

られないやむを得ない事情があると認められるときは、この限りでない。 

（責任技術者登録証） 

第８条 管理者は、責任技術者として登録を受けた者には、登録証を交付する。 

２ 責任技術者は、き損又は紛失を理由として登録証の再交付を受けようとするときは、

その旨を管理者に申し出なければならない。 

３ 責任技術者は、第５条の規定により登録を取り消されたときは、遅滞なく管理者に登

録証を返納しなければならない。また、同条の規定により、登録を一時停止されたとき

は、その期間、一時的に責任技術者証を返納しなければならない。 

第９条 （略） 

第１０条 （略） 

 （指定工事店の取消し又は一時停止） 
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新  旧 

   

第７条 （略） 

(1) （略） 

(2) 第５条に規定する指定要件を欠くに至ったとき。 

(3) ～ (4) （略） 

２ （略） 

第８条 （略） 

 （指定工事店証） 

第９条 （略） 

２ （略） 

３ 指定工事店は、第７条第１項の規定により指定を取り消されたときは、遅滞なく管理

者に第１項の工事店証を返納しなければならない。また、同項の規定により指定を一時

停止されたときは、その期間、一時的に当該工事店証を返納しなければならない。 

第１０条 （略） 

第１１条 （略） 

第１２条 （略） 

第１３条 （略） 

第１４条 （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１１条 （略） 

(1) （略） 

(2) 第９条に規定する指定要件を欠くに至ったとき。 

(3) ～ (4) （略） 

２ （略） 

第１２条 （略） 

 （指定工事店証） 

第１３条 （略） 

２ （略） 

３ 指定工事店は、第１１条第１項の規定により指定を取り消されたときは、遅滞なく管

理者に第１項の工事店証を返納しなければならない。また、同項の規定により指定を一

時停止されたときは、その期間、一時的に当該工事店証を返納しなければならない。 

第１４条 （略） 

第１５条 （略） 

第１６条 （略） 

第１７条 （略） 

第１８条 （略） 
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